
     

地球観測衛星データの受信・取得，処理・解析（第 5 年次） 
 

 

実施期間 平成 25年度～平成 30 年度 

応用地理部地理調査課 

 

応用地理部地理情報処理課 

根本 正美  沼田 佳典 

四野宮 良周  林 諒祐 

小西 博美 

 

1. はじめに 

国土地理院は東海大学と平成 25 年（2013 年）に共同研究協定を締結し，衛星データの処理・解析

に関する研究に取り組んでいる．平成 27 年（2015 年）度末の協定内容の変更を受け，LANDSAT-8 な

どの衛星データを使って迅速な災害対応及び国土の現況把握に資することを目指し，研究に取り組ん

でいる．当初は東海大学から観測した衛星データの提供を予定していたが，平成 28 年（2016 年）4

月に発生した熊本地震の影響により東海大学では衛星データを受信できない状況に陥ったため，米国

地質調査所（USGS）のウェブサイトから衛星データを代替的に入手し，所要の処理・編集を行って

国土地理院のウェブ地図である「地理院地図」に掲載している． 

 

2. 衛星画像を活用した情報の一層の多層化・充実化 

地理院地図に掲載される災害対応，国土の現況把握のいずれに係る情報とも，衛星画像を活用する

ことで情報のいっそうの多層化・充実化を図れるものと考えている．災害発生時であれば連続的監視

や迅速な概略把握などであり，平常時であれば広域での国土の一覧などがある．これらは，測量用航

空機で撮影した写真をベースに整備した各種情報では網羅しにくいものであり，補完的役割をなすも

のと言える．また，これらの情報に対して利用者のニーズもあるものと考えている． 

衛星データには同時に広域を観測できる，一定の周期で観測できる，赤外域も含めて複数のバンド

で観測できるなどの特長がある．この特長を有効活用すれば， 

・航空機による頻繁な写真撮影が困難な離島などの火山活動等の時系列監視 

・地震や豪雨による災害発生時の航空機による写真撮影に先んじた被災状況の迅速かつ概略的な把握 

・空中写真から作成した正射画像では対応しづらい都府県・地方レベルの一覧的な表示 

といった情報を作成することが可能になる． 

 

3. 平成 29 年（2017 年）度の取組 

米国地質調査所（USGS）が米国航空宇宙局（NASA）の地球観測衛星 LANDSAT-8 の衛星データを

16 日周期で観測して無償ダウンロードサービスを行っているので，これを順次入手して保管した． 

この LANDSAT-8 の衛星画像を使って，東京都の南約 1,000km の海上に位置する西之島付近の火山

活動の時系列の監視に取り組んだ．西之島のような離島では航空機による空中写真撮影を頻繁には行

えないため，衛星データによる時系列の監視は効果的な手段である．特に赤外域の画像を活用して高

温部の状況を捉えることで溶岩流の動きも把握でき，多角的な監視に寄与できたと考えている． 

 

4. LANDSAT-8 の衛星データによる西之島付近の火山活動の時系列な監視 

平成 29 年（2017 年）4 月に西之島の噴火が再活発化したのを機に LANDSAT-8 の衛星画像を順次

処理・編集し，解像度 30m の赤外域を含む合成画像及び解像度 15m のパンシャープン画像を作成し
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た．この中，赤外域を含む合成画像は以下のとおり作成した（図-1）． 

・R（赤）:バンド 7 ，G（緑）:バンド 6， B（青）:バンド 4 をそれぞれ割り当て． 

・バンド 4：630 nm ～ 680 nm，可視光（赤），昼間撮影時のみ使用． 

・バンド 6：1560 nm ～ 1660 nm，短波近赤外． 

・バンド 7：2100 nm ～ 2300 nm，短波近赤外． 

・平成 27 年（2015 年）10 月 11 日当時の海岸線を桃色（夜間）で表示． 

・周囲より高温の範囲を橙色でイメージ的に表示．無論，実際の溶岩の色ではない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 西之島周辺の赤外域含む合成画像（平成 29 年 4 月～9 月） 
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5. 赤外域を含む合成画像で把握した西之島付近の火山活動 

赤外域を含む合成画像から，以下のような西之島付近の火山活動を把握できた． 

・平成 29 年（2017 年）4 月 19 日の画像には島中央部の地表面に高温部があって，火山活動が再活発

化したことを把握した（図-1）． 

・5 月 5 日～5 月 25 日の画像では，地表面の高温部が島の中央から南西方向に伸び，海部に広がって

いることが分かる（図-1）． 

・その後，7 月 28 日の画像までを見ると，西方向に向きを変えたことが分かる．（図-1） 

・火口中央と海の先端に熱源，中間は溶岩トンネルで溶岩が流れたことを把握した．（図-1） 

・図-2 は 4 月 19 日～6 月 10 日の画像から得られた火山活動の様子を重ねて図示したものであるが，

上記のことが明確に確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 西之島周辺の高温部の動き 

 

6. 結論 

西之島付近の衛星データの合成画像を活用して火山の活動状況を適切に把握できた．通常，空中写

真には赤外域の画像は含まれないので，これは LANDSAT-8 の衛星画像を活用して得られた大きな成

果である．今回取得できた西之島に関する一連の成果は，平成 29 年（2017 年）6 月 20 日開催の第 138

回火山噴火予知連絡会に資料として提出した． 

なお，「平成 28 年熊本地震」，「平成 29 年 7 月九州北部豪雨」，「平成 30 年草津白根山噴火」といっ

た最近の主だった地震・洪水・火山活動による災害の発災直後の衛星データを検索したが，災害の様

相が明確に分かるものは見つからなかった．しかしながら，良好なものが入手できさえすれば，その

活用効果は十分に見込めると考えている． 

今後も，地理院地図の掲載情報の一層の多層化・充実化のため，考察や検討を進める予定である． 
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優れた機能を持つ防災アプリケーションの公募の取組 
 －防災に関する地理空間情報の更なる活用推進を目指して－  

 

 

実施期間 平成 29 年度 

応用地理部地理情報処理課 

 

応用地理部 

杉本 昌也  山崎 航 

小西 博美  篠田 成美 

山本 洋一  

 

1. はじめに 

国土地理院は，水管理・国土保全局，内閣府と協力して，平成 26 年度から災害時等に役立つ防災アプリ

ケーション（以下「防災アプリ」という．）の普及に取り組んでいる．この取組は，国等で保有する防災に

役立つ地理空間情報のオープンデータ化に向け，より「利用しやすい」データの提供方法を検討し，防災に

関する地理空間情報（以下「防災地理情報」という．）の更なる活用を推進することを目指している． 

平成 29 年度は，国土地理院や国土交通省が提供している浸水想定区域データなど国や地方自治体が整備

した利用可能な防災地理情報を関連づけ，平時からの災害対策や防災学習など防災意識の向上に資する防災

アプリの公募を行った． 

応募のあった中から防災アプリ審査委員会（以下「審査委員会」という．）において選定された防災アプ

リを G 空間 EXPO2017（平成 29 年 10 月 12 日～14 日）の審査委員会ブースにて展示・紹介及び試用調査を

実施し，提供情報の活用効果や使いやすさ等についての利用者ニーズを把握するなど防災地理情報の活用と

防災アプリの開発・普及促進のための取組を実施したので報告する． 

 

2. 実施内容 

2.1 実施目的 

本取組は，防災アプリの公募を通じてどのようなデータを提供するとどのようなサービスを実現できるか

を調査すると共に防災アプリの開発・普及を促進することで，国民に必要な防災地理情報を容易に入手・利

用できる環境整備を目的としている． 

平成 26 年度～28 年度の 3 ヵ年の取組において，防災地理情報及び防災アプリの機能に関する改善点など

のニーズの調査も行っており，それを踏まえて防災アプリが開発されるよう公募を行った． 

2.2 防災アプリの公募 

公募にあたり応募の要件等について記載した募集要項を作成し，平成 29 年 4 月 27 日に報道発表を行い公

募を開始した． 応募できる防災アプリはタブレット端末，スマートフォンで動作するものとし，Web アプリ，

Android アプリ，iOS アプリのいずれかとした．また，防災アプリの開発にあたっては，国土地理院や国土交

通省が公開している浸水想定区域データなど防災地理情報のうち，オープンデータとなっている情報の活用，

及び背景地図として国土地理院から提供する地図データの利用を条件に求めた．公募の期間は 4 月 27 日～6

月 1 日までとし，20 の開発者から 22 件の応募があった．なお，応募者の最終的なアプリの提出期限は 8 月 4

日とした． 

2.3 機能の優れた防災アプリの選定 

9 月 21 日に学識者等による審査委員会において，応募者から提出のあった 16 件の防災アプリを対象に，

防災対策や防災学習での有用性等についての審査を実施した． 
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 審査の結果，本取組において特に優れていると評価された防災アプリ 1 つを平成 29 年度防災アプリ大賞と

して選定したほか，優れた機能を持つと評価された 5 つの防災アプリを防災アプリ賞として選定した．大賞

には，宮崎県立佐土原高校情報技術部の作成した防災アプリ「SHS 災害.info」がシンプルな機能で地元住民

の自助を促す効果があると評価され，高校生として初めての受賞となった．  

2.4 普及促進の取組 

受賞した 6 つの防災アプリ（図-1）は，9 月 29 日に報道発表を行い，国土地理院の「防災アプリケーショ

ンの公募の取組」のホームページで紹介したほか，国土交通省展示コーナーでのパネル展示並びに国土地理

院「地図と測量の科学館」における動画上映及びパネル展示等を行った． 

また 10 月 12 日～14 日に開催された G 空間 EXPO2017 の防災アプリ審査委員会ブースにおいて，選定し

た防災アプリの普及促進とアプリを通じて来場者へ自然災害に対するリスクの理解を目的にブース出展を行

った．  

 

3. 取組において得られた知見等 

G 空間 EXPO2017 のブース出展（写真-1，写真-2）におけるアプリ体験者の声や審査委員会の学識者の声な

ど，今年度の本取組を通して得られた主な意見，要望等を以下に記す． 

・繰り返しアプリを利用したくなる機能や工夫 

・アプリの目的や概要，想定利用者など，一般の利用者でもわかる解説を表示 

・タップする必要のあるアイコンやボタンは大きくして操作性を向上させる 

・画面を一見すればそのアプリで何ができるのか，次にどこを操作すればよいのかスムーズに分かるよう

にする 
・子供や老人が利用するアプリには，特にわかりやすい画面構成や平易な日本語で表記する 

・旅行者などその土地に明るくない者にとっても使いやすくわかりやすい表示 

・災害現場から写真や情報（ハッシュタグ等）を容易に送信して利用できる機能 

・3D 表示など複雑な処理をおこなうアプリでは表示速度が遅くならないようにする工夫 

・災害時に電波が届かなくても使える機能 

・SNS を利用するアプリでは，間違った情報や嘘の情報を排除できるような機能や工夫 

・翌年も本取組に応募されるアプリは，わかりやすいアップデート内容と機能性の拡充に期待  
 

4. まとめ 

今年度は，昨年度までに応募されたアプリに改良を加え再応募されるアプリがある一方で，新規参入の高

校生が作成したアプリが大賞に輝く新しい流れがあった．今後は，3D 表示や AR（拡張現実）等の新技術を

取り入れるなど，一般の方が災害時の光景をイメージしやすく更なる防災意識の向上に資するアプリの応募

に期待する． 
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図-1 審査委員会で選定された 6 つの防災アプリ 

注）防災アプリ賞の掲載順番は，応募順 

○ 防災アプリ大賞 

SHS 災害.info 

兵庫県立大学 

応用情報科学研究科 

有馬研究室 

宮崎県立 

佐土原高等学校 

情報技術部 

登山・防災用 GPS オフライン 
マップアプリ：Sky Walking 

ＤＥＥＰ ＫＩＣＫ．ｃｏｍ  

本多 郁氏 

ハザードチェッカー 

○ 防災アプリ賞 

斎藤 仁志氏 

産業技術総合研究所 

シームレス地質情報 

研究グループ 

東海大学 

さいれぽ・まちれぽ 

製作委員会 

さいれぽ 火山重力流シミュレーション 
エナジーコーンモデル（高速版） 

防災 INSIGHT 
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写真-1 G 空間 EXPO2017 の防災アプリ審査委員会ブース 

写真-2 ブースでアプリの説明をする受賞者 
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国土交通省ハザードマップポータルサイトの改良 
 

 

実施期間 平成 29 年度 

応用地理部地理情報処理課 

 

 

応用地理部 

大角 光司  上芝 卓也 

森田 真之  髙桑 紀之 

山崎 航 

山本 洋一 

 

1. はじめに 

 国土地理院は，住民等に対して災害リスク情報をわかりやすく提供するため，国土交通省水管理・

国土保全局と協力して「国土交通省ハザードマップポータルサイト（以下「ハザードマップポータル」

という．）（https://disaportal.gsi.go.jp/）」を平成 19 年 4 月から運用している．これは，防災に必要な情

報を自由に選択して表示できる「重ねるハザードマップ（以下「重ねる HM」という．）」及び全国の

市区町村が作成したハザードマップへのリンク集である「わがまちハザードマップ（以下「わがまち

HM」という．）」から構成されるサイトである．  

平成 28 年度に実施した調査検討において，災害リスク情報を誰でも理解できるようにピクトグラ

ムを使用した表現方法に変更したほか，「ハザードマップポータル」が所持する多種多様な災害リスク

情報をユーザのニーズに応じて素早く表示させるため，必要な情報を少ないクリック数で表示できる

ようインターフェースを改良した． 

平成 29 年度は，さらに使いやすい「ハザードマップポータル」を目指し，サイトを初めて利用され

る方を対象とした利活用コンテンツ（手引き）の作成，各種災害リスク情報の 3 次元表示の検討，英

語版サイトの構築に向けた検討，各種災害リスク情報のオープンデータ化に向けた検討等を行った．

また，「重ねる HM」のデータの充実及び「わがまち HM」におけるリンク先の適正化を行った．本稿

ではその内容を報告する． 

 

2. 調査検討及び「ハザードマップポータル」の改良 

平成 29 年度の調査において，改良方針を検討するため有識者等にヒアリングを実施した．以下に調

査事項やヒアリングを受けて行った主な改良結果を記す． 

2.1 ハザードマップポータルを初めて利用される方を対象とした利活用コンテンツ（手引き）の作成 

地図や災害に関する予備知識を一切持たないユーザでも「ハザードマップポータル」を効果的に活

用できるようにするために，「ハザードマップポータル」で PDF ファイルとして参照することができ

るコンテンツ（手引き）を有識者に意見を伺いながら作成した（図-1）． 

「ハザードマップポータル」によってわかることを最初に示すことで，ユーザの操作意欲をかき立

てるよう工夫をした．また，「ハザードマップポータル」の実際の画面へのリンクを「この操作を確認

するには…」に示すことで，機能をすぐに確認できるようにした． 

2.2 各種災害リスク情報の 3 次元表示に向けた調査検討 

災害リスクをより直感的に理解してもらうための表現方法についてヒアリングを行った． 

ユーザが 3 次元表示に慣れていることから，目的を絞り込んだ上でしっかりと作りこむべきという

ヒアリング結果も踏まえて，テストサイトの作成を行った（図-2）． 

2.3 英語版サイト構築に向けた調査検討 
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在留外国人や訪日外国人旅行者など日本語を習熟していない人々に対しても，「ハザードマップポ

ータル」を通じて周辺地域の災害リスクを認識してもらうため「ハザードマップポータル」の英語版

ページ構築の検討を行い，テストサイトを作成した． 

  

 

図-1 利活用コンテンツ（手引き）  図-2 3 次元表示に関するテストサイト（広島県広島市の例） 

 

2.4 各種災害リスク情報のオープンデータ化に向けた調査検討 

災害リスク情報を民間のアプリ開発や不動産業界等に利活用いただくため，「重ねる HM」において

閲覧できる各種データを，一般の方々に使いやすい形でオープンデータとして提供するための検討を

行った． 

なお，不動産業界では災害リスク情報に一定の関心があったほか，アプリ開発者からは指定した地

点の経緯度を利用して災害リスク情報を取得できる API を必要とする声があった． 

 

3. 「重ねる HM」のデータの充実 

新たに作成された津波浸水想定区域のデータを収集しタイル化を行い，「重ねる HM」に表示した．

同様に，土砂災害警戒区域についても国土数値情報が更新されたことに伴い，データの更新を行った．  

 

4. 「わがまち HM」のリンク先の修正 

全国の市区町村が作成したハザードマップへのリンク集である「わがまち HM」は，各市区町村か

らの報告に基づき随時そのリンク先の更新を行っているが，適切なホームページにリンクしていない

サイトが散見されたことを受け，全ての市区町村のホームページについて確認したうえで，誤り等が

あるサイトのリンク先等について修正した． 

 

5. まとめ 

これまでの改良によってさらに使いやすくなった「ハザードマップポータル」をより多くの方に利

活用いただくことにより，住民等による災害リスクの理解及びそれに伴う自助・共助に係る取組の促

進が図られることを期待する． 
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